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論壇
は
じ
め
に

令
和
元
年
5
月
31
日
に
い
わ

ゆ
る
「
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
」
1

が
公
布
さ
れ
た
。
今
後
は
行
政

手
続
の
原
則
オ
ン
ラ
イ
ン
化
が

推
進
さ
れ
、
税
務
手
続
に
お
い

て
も
デ
ジ
タ
ル
化
の
た
め
の
各

種
施
策
が
講
じ
ら
れ
る
。

と
こ
ろ
で
、
税
務
調
査
手
続

に
お
い
て
は
、
平
成
23
年
12
月

の
税
制
改
正
で
、
運
用
上
の
取

扱
い
を
法
令
上
明
確
に
す
る
改

正
が
行
わ
れ
、
税
務
調
査
に
お

け
る
事
前
通
知
も
法
令
上
明
確

に
規
定
さ
れ
た
。
し
か
し
な
が

ら
、
そ
の
具
体
的
な
方
法
に
つ

い
て
は
法
令
上
規
定
が
な
い
。

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
税
務

調
査
に
お
け
る
事
前
通
知
に
つ

い
て
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
観
点
か

ら
若
干
の
検
討
を
行
う
2
。

1
�
税
務
調
査
に
お
け
る
事
前
通
知

税
務
署
長
等
は
、
国
税
庁
等

又
は
税
関
の
職
員
に
納
税
義
務

者
に
対
し
実
地
の
調
査
に
お
い

て
質
問
検
査
等
を
行
わ
せ
る
場

合
に
は
、
原
則
と
し
て
、
あ
ら

か
じ
め
、
そ
の
納
税
義
務
者

（
税
務
代
理
人
を
含
む
。）
に

対
し
、
そ
の
旨
及
び
一
定
の
事

項
を
通
知
す
る
も
の
と
さ
れ
て

い
る
（
国
通
法
74
の
9
①
）。

「
通
知
」
の
定
義
に
つ
い
て

は
、
国
税
通
則
法
に
お
い
て
特

段
の
規
定
を
置
い
て
い
な
い
と

こ
ろ
、
一
般
的
に
は
、「
意
思

又
は
あ
る
事
実
を
他
人
に
知
ら

せ
る
こ
と
」
や
「
行
政
庁
が
、

あ
る
事
項
を
、
特
定
の
又
は
不

特
定
多
数
の
人
に
知
ら
せ
る
行

為
」
と
解
さ
れ
て
い
る
3
。
す

な
わ
ち
、
相
手
に
「
知
ら
せ
る

こ
と
」
が
「
通
知
」
で
あ
っ
て
、

そ
の
具
体
的
な
方
法
は
限
定
さ

れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
税
務

調
査
に
お
け
る
事
前
通
知
は
、

口
頭
に
よ
る
通
知
の
ほ
か
、
文

書
に
よ
る
通
知
や
電
子
メ
ー
ル

に
よ
る
通
知
も
認
め
ら
れ
る
と

考
え
ら
れ
る
4
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
国
税
庁

に
お
け
る
「
税
務
調
査
手
続
に

関
す
る
Ｆ
Ａ
Ｑ
（
税
理
士
向

け
）」（
問
12
）
で
は
、「
原
則

と
し
て
電
話
に
よ
り
口
頭
で
行

う
」
と
し
て
い
る
。

2
�
電
子
情
報
処
理
組
織
を
利
用
し
た
処

分
通
知
等

国
税
に
関
す
る
処
分
通
知
等

に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
デ
ジ

タ
ル
行
政
推
進
法
5
及
び
国
税

関
係
法
令
に
係
る
手
続
の
主
務

省
令
6
に
よ
り
、
電
子
情
報
処

理
組
織
を
利
用
し
て
行
う
こ
と

が
で
き
る
と
さ
れ
て
お
り
、
国

税
に
お
い
て
は
「
国
税
電
子
申

告
・
納
税
シ
ス
テ
ム
」（
以
下

「
ｅ‐

Ｔ
ａ
ｘ
」
と
い
う
。）

を
利
用
す
る
こ
と
と
な
る
（
デ

ジ
推
進
法
7
、
国
税
省
令
9
〜

12
）。
こ
こ
で
い
う
「
処
分
通

知
等
」
と
は
、「
処
分
（
行
政

庁
の
処
分
そ
の
他
公
権
力
の
行

使
に
当
た
る
行
為
を
い
う
。）

の
通
知
そ
の
他
の
法
令
の
規
定

に
基
づ
き
行
政
機
関
等
が
行
う

通
知
（
不
特
定
の
者
に
対
し
て

行
う
も
の
及
び
裁
判
手
続
等
に

お
い
て
行
う
も
の
を
除
く
。）」

（
デ
ジ
推
進
法
3
九
）を
い
う
こ

と
か
ら
、
税
務
調
査
に
お
け
る

事
前
通
知
も「
処
分
通
知
等
」に

含
ま
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し

か
し
、
税
務
署
長
等
が
ｅ‐

Ｔ

ａ
ｘ
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き

る
処
分
通
知
等
は
、
法
令
の
規

定
に
基
づ
き
税
務
署
長
等
が
行

う
処
分
通
知
等
の
う
ち
国
税
庁

長
官
が
定
め
る
も
の
と
さ
れ
て

お
り
、
税
務
調
査
に
お
け
る
事

前
通
知
は
そ
の
定
め
に
含
ま
れ

て
い
な
い
（
国
税
省
令
9
②
、

平
成
30
年
国
税
庁
告
示
第
8

号
）
7
。
そ
の
た
め
、
現
在
は
、

ｅ‐

Ｔ
ａ
ｘ
に
よ
り
事
前
通
知

を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
。

な
お
、
電
子
情
報
処
理
組
織

を
利
用
し
て
行
う
処
分
通
知
等

は
、
そ
の
処
分
通
知
等
を
受
け

る
者
が
そ
の
電
子
情
報
処
理
組

織
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り
受

け
る
旨
の
（
一
定
の
方
式
に
よ

る
）表
示
を
す
る
場
合
に
限
り
、

行
う
こ
と
が
で
き
る
。国
税
に

お
い
て
は
ｅ‐

Ｔ
ａ
ｘ
に
よ
り

処
分
通
知
等
を
受
け
る
旨
を

「
当
該
処
分
通
知
等
に
係
る
申

請
等
に
併
せ
て
入
力
し
て
送
信

す
る
方
式
」
に
よ
る
必
要
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
税
務
調
査
に
お

け
る
事
前
通
知
の
デ
ジ
タ
ル
化

に
お
い
て
は
、
上
記
方
式
も
見

直
す
必
要
が
あ
ろ
う
（
デ
ジ
推

進
法
7
①
但
書
、国
税
省
令
11
）。

3
�
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
等
の
活
用

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
イ
ン

フ
ラ
で
あ
る
「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
」
は
、
行
政
機
関
等
に
お
い

て
、
自
分
の
情
報
が
ど
の
よ
う

に
や
り
取
り
さ
れ
て
い
る
か
を

確
認
す
る
た
め
の
ポ
ー
タ
ル
サ

イ
ト
で
あ
る
。
し
か
し
、
マ
イ

ナ
ポ
ー
タ
ル
は
、
他
に
も
様
々

な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

と
と
も
に
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

の
Ａ
Ｐ
Ｉ
（A

pplication
P
rogram

m
ing

Interfac
e

）
を
行
政
機
関
や
事
業
者
な

ど
に
提
供
し
、
行
政
又
は
民
間

の
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
に
繋
が
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
8
。

す
な
わ
ち
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

は
、
行
政
手
続
の
デ
ジ
タ
ル
化

の
基
盤
と
し
て
、
中
心
的
な
役

割
を
担
う
こ
と
と
な
る
。

本
年
1
月
20
日
か
ら
は
「
法

人
設
立
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ

ス
」
が
、
ま
た
、
令
和
2
年
度

中
に
は
「
社
会
保
険
・
税
手
続

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
」
が

開
始
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
は
、
法

人
設
立
手
続
や
従
業
員
の
社
会

保
険
・
税
手
続
に
つ
い
て
、
マ

イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
通
じ
て
、
オ

ン
ラ
イ
ン
か
つ
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

で
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
で

あ
る
。
ま
た
、
事
業
者
か
ら
行

政
機
関
等
へ
の
調
書
類
等
の
提

出
に
代
え
て
、
必
要
な
デ
ー
タ

を
「
ク
ラ
ウ
ド
」
に
記
録
し
、

そ
れ
を
行
政
機
関
等
が
必
要
に

応
じ
て
参
照
す
る
と
い
う
「
企

業
が
有
す
る
従
業
員
情
報
の
新

し
い
提
出
方
法
」
も
検
討
さ
れ

て
い
る
9
。
こ
の
ク
ラ
ウ
ド
を

活
用
し
た
行
政
手
続
は
、
行
政

機
関
等
か
ら
事
業
者
に
対
し
て

行
う
処
分
通
知
等
で
も
活
用
さ

れ
る
予
定
で
あ
る
。
そ
の
他
、

本
年
か
ら
開
始
さ
れ
る
年
末
調

整
手
続
の
電
子
化
に
お
い
て

も
、
従
業
員
が
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
等
を
通
じ
て
、
年
末
調
整
に

必
要
な
情
報
を
一
元
的
に
取
得

し
て
活
用
で
き
る
よ
う
に
な

る
。以

上
の
よ
う
に
、
一
個
人
は

も
と
よ
り
、
個
人
事
業
主
や
法

人
に
お
け
る
行
政
手
続
で
も
マ

イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
等
の
活
用
が
検

討
さ
れ
て
お
り
、
税
務
調
査
に

お
け
る
事
前
通
知
の
デ
ジ
タ
ル

化
に
当
た
っ
て
は
、
マ
イ
ナ
ポ

ー
タ
ル
等
も
含
め
て
検
討
す
べ

き
で
あ
る
。

4
�
事
前
通
知
の
デ
ジ
タ
ル
化
と
そ
の
課

題

税
務
調
査
に
お
け
る
事
前
通

知
の
デ
ジ
タ
ル
化
は
、
法
令
上

若
干
の
整
備
が
必
要
で
あ
る
も

の
の
、
シ
ス
テ
ム
的
に
は
十
分

可
能
で
あ
る
。
一
方
、
事
前
通

知
に
係
る
全
て
の
手
続
を
デ
ジ

タ
ル
化
す
る
に
は
、
い
く
つ
か

の
課
題
が
あ
る
。

ま
ず
、
一
つ
目
は
、
税
務
代

理
権
限
の
確
認
の
問
題
で
あ

る
。
第
一
義
的
に
は
、
税
務
代

理
権
限
証
書
を
提
出
し
て
い
る

税
理
士
に
通
知
す
る
こ
と
に
な

る
が
、
そ
の
時
点
で
、
税
務
代

理
関
係
が
継
続
し
て
い
る
と
は

限
ら
な
い
（
国
通
法
74
の
9

①
、
税
理
士
法
34
①
）。
現
在

は
、
事
前
通
知
に
先
立
っ
て
、

電
話
で
税
務
代
理
権
限
を
確
認

し
て
い
る
が
、
昨
今
の
情
報
保

護
に
関
す
る
意
識
の
高
ま
り
や

行
政
の
円
滑
化
を
考
慮
す
る

と
、
好
ま
し
い
方
法
と
は
い
え

な
い
。
こ
の
点
、
例
え
ば
、
税

務
代
理
権
限
を
常
に
明
確
に
す

る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
な
ど
が

考
え
ら
れ
る
10

。

二
つ
目
は
、
事
前
調
整
の
問

題
で
あ
る
。
現
在
は
、
事
前
通

知
に
先
立
っ
て
、
納
税
義
務
者

及
び
税
理
士
の
都
合
を
聴
取

し
、
日
程
調
整
の
上
、
事
前
通

知
す
べ
き
調
査
開
始
日
時
を
決

定
し
て
い
る
。
事
前
通
知
後
に

お
い
て
、
そ
の
日
時
又
は
場
所

を
変
更
す
る
場
合
に
は
、
合
理

的
な
理
由
が
必
要
に
な
る
こ
と

か
ら
、
実
務
上
は
事
前
調
整
が

必
須
で
あ
る
（
国
通
法
74
の
9

②
）。
そ
う
す
る
と
、
ど
の
よ

う
な
方
法
で
接
触
し
事
前
調
整

を
行
う
か
が
問
題
と
な
る
が
、

電
子
メ
ー
ル
に
よ
る
接
触
は
メ

ー
ル
ア
ド
レ
ス
の
誤
り
等
の
情

報
漏
え
い
等
リ
ス
ク
が
あ
り
適

当
で
は
な
い
。
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
に
ロ
グ
イ
ン
す
る
に
は
公
的

個
人
認
証
を
用
い
た
ロ
グ
イ
ン

方
法
が
採
用
さ
れ
て
お
り
、
例

え
ば
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
等
の

ク
ロ
ー
ズ
ド
な
空
間
で
税
務
当

局
が
フ
ラ
グ
を
た
て
、
納
税
義

務
者
又
は
税
理
士
が
そ
れ
を
参

照
す
る
な
ど
の
方
法
が
考
え
ら

れ
る
。

三
つ
目
は
、
調
査
通
知
（
国

通
法
65
⑤
等
）
の
問
題
で
あ

る
。
現
在
は
、
日
程
調
整
時
に

調
査
通
知
を
行
う
場
合
が
多

く
、
今
後
も
そ
の
運
用
は
変
わ

ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
ｅ‐

Ｔ
ａ
ｘ
に
よ
る
処
分
通
知
等

は
、
ｅ‐

Ｔ
ａ
ｘ
に
お
け
る
受

領
専
用
の
個
人
フ
ァ
イ
ル
に
処

分
通
知
等
に
関
す
る
記
録
が
さ

れ
た
時
に
到
達
し
た
も
の
と
さ

れ
る
（
デ
ジ
推
進
法
7
③
、
国

税
省
令
10
）。
い
つ
調
査
通
知

を
受
け
た
の
か
認
識
で
き
な
け

れ
ば
、
不
意
に
過
少
申
告
加
算

税
等
が
課
さ
れ
る
と
い
っ
た
こ

と
が
起
り
得
る
こ
と
か
ら
、
リ

ア
ル
タ
イ
ム
で
通
知
を
認
識
で

き
る
措
置
な
ど
が
必
要
と
な

る
。
な
お
、
こ
の
問
題
は
、
上

記
二
つ
目
の
問
題
と
関
連
す
る

こ
と
か
ら
、
両
者
を
合
わ
せ
て

検
討
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

お
わ
り
に

税
務
調
査
に
お
け
る
事
前
通

知
の
デ
ジ
タ
ル
化
は
、
調
査
手

続
の
透
明
性
及
び
納
税
者
の
予

見
可
能
性
を
高
め
る
と
と
も

に
、
行
政
コ
ス
ト
削
減
の
観
点

か
ら
も
有
益
な
も
の
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
積
極
的
に
検
討
す
べ

き
で
あ
る
。

1

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ

る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者

の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政

運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を

図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お

け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用

に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律

2

本
稿
で
は
、
紙
幅
の
都
合
上
、

調
査
終
了
時
に
係
る
通
知
に
つ

い
て
は
割
愛
す
る
。

3

高
橋
和
之
他
『
法
律
学
小
辞

典
﹇
第
5
版
﹈』（
有
斐
閣
）
9
3

8
頁
。

4

金
子
宏
『
租
税
法
（
第
23
版
）』

（
弘
文
堂
）
9
7
9
頁
。

5

情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た

行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律

（
以
下「
デ
ジ
推
進
法
」と
い
う
。）

6

国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報

通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の

推
進
等
に
関
す
る
省
令
（
以
下

「
国
税
省
令
」
と
い
う
。）

7

現
在
は
、
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
の
登
録
等
に
係
る
通
知

（
消
法
57
の
2
⑦
、
平
成
28
年
改

正
法
附
則
44
③
）、
更
正
の
請
求

に
係
る
一
定
の
処
分
通
知
等
（
国

通
法
23
④
、
24
、
26
、
32
⑤
）、

納
税
証
明
書
等
の
一
定
の
証
明

書
の
交
付
（
国
通
法
1
2
3
①
、

措
法
41
の
2
の
2
⑧
、
97
）に
限

ら
れ
て
い
る
。

8

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
Ａ
Ｐ
Ｉ

提
供
と
は
、「
外
部
の
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ

ー
ビ
ス
の
シ
ス
テ
ム
か
ら
マ
イ

ナ
ポ
ー
タ
ル
に
ア
ク
セ
ス
し
て

そ
の
機
能
を
活
用
で
き
る
よ
う

に
必
要
な
仕
様
等
を
作
成
し
、

一
定
の
要
件
の
下
で
公
開
す
る

も
の
」
で
あ
る
（
内
閣
官
房
番

号
制
度
推
進
室
資
料
）。

9

「
企
業
が
行
う
従
業
員
の
社

会
保
険
・
税
手
続
の
オ
ン
ラ
イ

ン
・
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化
等
の
推

進
に
係
る
課
題
の
最
終
整
理
」

（
平
成
31
年
4
月
18
日
各
府
省

情
報
化
統
括
責
任
者
連
絡
会
議

決
定
）

10

納
税
者
と
の
委
嘱
関
係
の
明

確
化
は
、「
次
期
税
理
士
法
改
正

に
関
す
る
答
申
」（
日
本
税
理
士

会
連
合
会
制
度
部
）
に
お
い
て

も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

税
務
調
査
に
お
け
る
事
前
通
知
と

税
務
手
続
の
デ
ジ
タ
ル
化

鈴木涼介
【神田】
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